
 

第１章 経営戦略改定の背景及び計画期間 

鹿沼市の下水道事業は、市民生活に不可欠な下水道事業を将来にわたって安定的に継続していくことを目的として、令和

４年３月に、中長期的な経営方針を定める『鹿沼市下水道事業経営戦略（令和 4 年度～13 年度）』を策定し、事業を推進して

きました。 

しかし、新型コロナウイルス感染症の影響や物価高騰などの経営環境の変化が生じたことや、他自治体で発生した下水道

管の老朽化に起因する大規模な事故により下水道インフラに対する重要性も高まってきていることから、今後も安定的かつ

持続可能な下水道サービスを提供するため、本経営戦略を改定することとしました。 

なお、本経営戦略の計画期間は、令和８年度から令和１７年度までの１０年間とします。 

第２章 下水道事業の現状（と課題） 

過去 5 年間の経営状況の分析結果や課題は次のとおりです。 

１ 有収水量および使用料収入の減少 

人口減少や節水機器の普及等に伴う１人あたりの排水量の

減少により、有収水量が減少し、使用料収入は年々減少をし

ています。  

今後も使用料収入の減少が見込まれることから、引き続

き、収益の確保や適正な使用料水準の見直しが必要です。 

 

２ 経常費用の増加 

維持管理費等の経常費用は増加傾向にあり、物価高の影響が

顕在化しつつあります。特に、動力費の高止まりや委託費の労務

費単価が上昇していることもあり、今後も増加していく可能性が

あります。 

そのため、不明水対策や業務の効率化により、費用を抑えて

いくことが必要です。 

※不明水・・・使用料徴収の対象とならない処理水で、管の老朽化やひび割れ、 

マンホール蓋からの雨水流入などが考えられる。 

 

３ 経費回収率について 

汚水処理に要した費用を、どの程度使用料収入で賄えている

かを示す経費回収率は、令和６年度時点で９５．５７％となってお

り、１００％を下回っています。汚水処理費を使用料収入で賄い

きれていない状況であり、不足分については一般会計からの繰

入金によって賄われています。そのため、公共下水道および特定

環境保全公共下水道使用料を令和８年１月に改定し、令和８年度

以降、経費回収率が１００％となるよう経営改善を図りました。今

後は、経費回収率１００％を維持していくことが求められます。 

第３章 将来の事業環境 

人口減少や社会情勢、施設の現況を踏まえた将来の見通しや課題については次のとおりです。 

１ 有収水量の予測および使用料収入の見通し 

市全体の人口減少に伴う水洗化人口の減少 

や節水意識の向上・節水機器の普及等により、 

有収水量が減少し、使用料収入は年々減少 

する見通しです。 

計画期間の最終年度である令和１７年度では、 

令和８年度から約１億３千万円（１３．８％）減少 

する見通しとなっています。 

 

 

 

２ 下水道施設の見通し 

（１） 処理場・ポンプ場の見通し 

黒川終末処理場は供用開始から５０年を迎え

ようとしており、現在、汚泥処理設備の更新を進

めています。今後、処理場内の設備更新が順次発

生することから、計画的・効率的な事業実施と更

新時期の平準化を進めるとともに、安定的な財

源の確保が必要です。 

 

 

（２） 管渠の見通し 

 現在、約５３７，７０８ｍの管渠が整備されてお

り、徐々に更新時期を迎えています。 

管渠の腐食による道路陥没等の事故を未然に

防ぐため、老朽化対策を行うとともに、災害対策

（耐震化）を計画的に進める必要があります。ま

た、気候変動に伴う降雨量の増加や短時間豪雨

による浸水被害が頻発していることから、防災・

減災のため、雨水対策も必要です。 

 

 

３ 将来の見通しからみえる課題 

人口減少等に伴う使用料収入の減少、物価上昇や施設の老朽化に伴う維持管理費の増加や、今後、耐用年数を超える下水

道管の増加や処理施設の更新に多額の費用が見込まれることから、将来にわたり安定的かつ持続可能な下水道サービスを

提供するため、「収益の確保と費用の抑制」、「今後の投資に向けた財源の確保」、「継続性および効率性を重視した投資計画

の策定と進捗状況の検証」が課題です。 

これらの課題を踏まえ、第４章では経営の基本方針と目標および取り組みの設定、それに則った投資・財政計画を策定しま

す。 
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※経常収支比率（％）＝経常収益÷経常費用×１００ 
経常収益で経常費用をどの程度賄えているか表す指標 

※経費回収率(%)＝使用料収入÷汚水処理費（公費負担を除く）×１００ 



 

 

第４章 経営の基本方針と投資・財政計画 

１ 経営の基本方針と目標 

「安心ささえるみんなの下水道を次の世代まで」を経営理念とし、次の２つを基本方針としました。 

 

 

また、この基本方針を実現するため、次の３つの経営目標および４つの取組を設定しました。 

 

 

 

 

 

２ 投資・財政計画の計算根拠 

 投資・財政計画（シミュレーション）は、次の事項を加味して算定します。 

 安定的に下水処理を行うために下水道施設や管渠の健全

性を維持することが極めて重要です。主な投資事業別の事

業費見込額は右記のとおりで、１０年間における投資総額は

約８８億円を見込んでいます。 

 なお、右記の投資は、国及び県からの補助金を積極的に活

用するほか、企業債等を財源とし、実施する予定です。 

 また、投資以外の維持管理費（職員給与費や修繕費、委託料等）については、物価変動を考慮しながら個別に積み上げて計

上します。 

３ 投資・財政計画（シミュレーション） 

（１）現状予測に基づいた投資・財政計画 

今後の経営を見通すうえで、現状の予測に基づいたシミュレーションを行います。 

 【 投資・財政計画（現行）】  全事業合算（公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業） 

 

 

 

 

 

※経営目標にかかる部分を抜粋 

効率的な投資や投資の平準化等の取り組みにより、経営目標２および３は目標を達成します。 

経営目標１のうち経費回収率は、使用料改定（令和 8年 1 月）により令和８年度から１００％となりますが、令和１３年度に

再び１００％未満となる見込みです。汚水処理にかかる費用を使用料収入で賄えていないことから、使用料の見直しを改めて

検討する必要があります。そのため、次に、経営目標達成に向けたシミュレーションを行います。 

 

（２）経営目標達成のための投資・財政計画の検討 

経営目標達成に向け、「経費回収率１００％の維持」を条件にシミュレーションを行います。 

 

 

 

 

【投資・財政計画（シミュレーション）】  全事業合算（公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業） 

 

 

 

 

 

 

※経営目標にかかる部分を抜粋 

公共下水道事業および特定環境保全公共下水道事業使用料を令和１３年度に５％改定（値上げ）することで、計画期間内は

経費回収率が１００％となり、すべての目標を達成する結果となります。 

（３）今後の取り組み 

基本方針の実現（目標達成）のため、「１ 経営の基本方針と目標」に掲げた取り組みを中心に、現在、実施している経営健全

化の取り組みを引き続き実施します。 

なお、各経費については、物価上昇に伴い圧縮や削減が困難な状況であることから、さらに効率的かつ効果的なコスト管

理を意識し、可能な限り費用の抑制に努めます。 

また、「管渠施設の更新及び維持管理に向けたウォーターＰＰＰ導入の検討」等、新たな取り組みも検討していきます。 

（４）目標達成に向けたロードマップ 

使用料改定については、令和８年度以降、５年ごとに社会情勢

や経営状況を考慮しながら検討を行うことといたします。 

また、本経営戦略の次回以降の見直しについては、使用料収入

の妥当性の検証及び検討や投資計画の進捗等、経営の変化にあ

わせて、おおむね５年に一度、定期的に行い、改定後は市民等へ公

表し、周知します。なお、自然災害等の突発的な事象があれば、適

宜見直しを行います。 

 

第５章 経営戦略の遂行に向けた取組体制 

経営推進体制とＰＤＣＡサイクルの実行 

本経営戦略の実行性を確実なものとするために、ＰＤＣＡ サイクルにもとづいた進捗管理を

行います。これらのＰＤＣＡサイクルにより経営状況を的確に把握し、経営の健全化及び効率化

に取り組んでいきます。 

なお、本戦略における取組は、上下水道部企業経営課を中心として実施します。進捗状況に

ついては、計画期間中、随時、情報収集及び取組・効果の検証を行い、関係部局と協議します。 

主な投資内容 事業費見込額 

老朽化対策（改築更新） (管渠・処理場・ポンプ場） 約５２．５億円 

災害対策（耐震化） （管渠・処理場・ポンプ場） 約１５．２億円 

災害対策（市街地雨水対策）   約１５．９億円 

【基本方針】  「経営安定化の推進」 

「災害に強く、持続可能な下水道事業の推進」 

経営目標１  経常収支比率１００％以上および経費回収率 100％の維持 

経営目標２  基準外繰入金の削減 （令和６年度繰入額の３．9 億円からの削減を目指す） 

経営目標３  企業債残高の減少 （令和６年度末残高の８３億円からの減少を目指す） 

取組 ①効率的な投資及び投資の平準化 ②国庫補助金の活用 ③企業債の新規借入の抑制 ④適正な下水道使用料の検証 

公共下水道および特定環境保全公共下水道使用料を、令和１３年度に５％改定（値上げ）するものとします。 

 ※農業集落排水事業は、現状予測において経費回収率１００％を維持できる見込みのため、使用料改定の

シミュレーションは行わず、現状予測に基づいたシミュレーション結果を使用します。 


